
施策・基本事業一覧表

優先度：成果＝高。財源＝低。●企画財政課、総務広報課、税務課、契約管財課

施策の対象 施策の意図 区分 施策の成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

成果
経常収支比率
（％）

92 8 92 9 92 8 90 1 90.1 85 1 89 2 ↘ 94 2 91 7 91 0 → 横ばい

　経常収支比率は前年比0.7ポ
イント改善し、91.0％となった。
改善の要因としては、一部企
業の業績回復による法人市民
税の増や地方消費税交付金
の増加など、歳入の増加によ
るものである。歳出面では、扶
助費（前年比0.6％増）などは
引き続き増加しており、経常的
経費の削減はできなかった。

「補助費等」とりわけ「負担金、
補助及び交付金」について
は、一般財源で賄われる割合
が大きいことや一度制度化し
た補助費等は増大する傾向
にあること等から、その適正に
ついて検証する必要がある。
平成28年度予算編成方針に
考え方を盛り込むため10月末
頃までに補助費等について分
析調査を行う。

成果

市全会計の連結
ベースでの長期
債務残高（億円）
※将来負担額

337 312 308 287 277 282 292 ↘ 286 278 9 278 5 － 横ばい

　将来負担すべき債務等の額
は、前年度に比べ0.4億円減少
した。これは、一部事務組合負
担金の減少（0.8億円）、土地改
良事業など債務負担の減少
（1.3億円）によるものである。
一方で、公営住宅建設事業や
北部拠点整備事業など大規模
事業の実施により、地方債現
在高は増加（2.4億円）に転じて
いる。

平成28年度中に、公共施設総
合管理計画の策定とともに中
長期財政計画を作成し、その
方針にそった事業計画を推進
する。

成果

市の行政運営や
税金の使い方に
納得していない
市民の割合

－ 38 8 37 9 32 4 16 3 15 3 13 6 ↘ 13 1 10 7 11 4 ↘ 順調

26年度は成果指標が若干低
下したものの、これまで年々向
上し、概ね目標値に近い数値
となっているため「順調」と判断
した。
　計画期間当初と比べると成
果指標は大きく改善したが、25
歳から40歳代のいわゆる現役
世代の不満度が比較的高い。
　納得できない理由は、主に職
員、議員の批判や新幹線駅、
県南公園、ＳＢＨファームへ投
資への批判等である。
　地域別では、水洗、羽犬塚、
筑後、水田において④＋⑤が
10％を超えており、⑤では松
原、水洗、羽犬塚が多い。また
筑後北、二川、古島で5ポイン
ト以上改善した一方、水洗は5
ポイント以上悪化した。しかし、
納得できない理由（記述）を見
ても特化した課題は見当たら
なかった。

成果を重視した行財政運営を
進めるため、Ｐ（計画）➔Ｄ（実
行）➔Ｃ（評価・点検）➔Ａ（改
善）のサイクルの確立に取り
組む。
また、市が実施している事業
内容が特に現役世代の市民
に十分伝わっていない点もあ
ると思えるので、毎年5月に全
世帯に配布している冊子「ま
ちづくり（筑後市当初予算の概
要）」をについて、市内の事業
所等にも配布するとともに、さ
らに記載内容をわかりやすく
するための工夫を検討してい
く。

番号 基本事業の対象基本事業の意図 区分基本事業成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等

成果
施策目標の達成
率（％）

（施策評価
未実施）

45 6 39 0 45 6 63 6 55 4 61 5 70 0 46 0 52 5 51 7 80 0 横ばい

　施策目標の達成率は52.5％
と前年度からは6.5ポイント回
復となったものの、依然後期計
画の現状値である58.2％を下
回っており、後期目標値である
80.0％にはかなりの成果向上
が必要なことから「横ばい」と判
定した。
　平成26年度では、全36施策
のうち15施策で成果が後退し、
うち、6施策が評価の段階を落
とした。（「順調➔横ばい」「横
ばい➔不調」など）特に、「生涯
学習・スポーツの推進（5-3）」、
「市民との協働による犯罪が起
こりにくいまちづくり（6-4）」、
「青少年の健全育成（5-2）」が
大きく後退した。

後退した施策を中心に点検・
改善を図る必要がある。各部
の施策プレゼン（8月下旬実施
予定）において、成果指標の
低下施策の原因分析と関係
する事務事業の見直し（改
善、縮小、廃止）を徹底するよ
う要請する。

成果

成果が前年度と
比較して維持向
上した事務事業
の件数（該当件
数/総件数）

178/246

（72.4%）

43/50

（86.0%）

143/199

（71.9%）

150/221

（67.9%）

76/118

（64.4％）

134/169

（79.3％）

135/173

（78.0％）

225/250

（90.0％）

196/285

（68.8％）

169/354

（47.7％）

239/362

（66.0％）

225/250

(90.0%)
横ばい

行政評価システムに平成26年
度の事業として登録のある362
事業の成果指標を比較。H25
からは12.3ポイントの回復を見
せたものの、依然H24の数値
には及ばず、「横ばい」と判
定。

上に同じ
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26年度

行政評価の活
用などで、市
民にとって費
用対効果の高
い施策や事業
が展開されて
いる。
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成果志向型行政
運営の推進

行政運
営
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7-2
効率的な行財政
運営の推進

市の財
政
行政運
営

効率的な行財
政運営がなさ
れ、市の行政
運営に納得す
る市民が増え
ている。
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21年度

21年度

22年度20年度



番号 基本事業の対象基本事業の意図 区分基本事業成果指標（単位） 評価 評価の判定理由と原因分析の説明 今後の取り組み等25年度
前期
目標値

28年度
（目標値）

24年度 26年度基本事業名称 19年度 22年度20年度 23年度18年度17年度 21年度

成果
市税収納率（現
年度分）（％）

97 8 97 9 97 6 97 6 97 7 98 3 98 3 98 0 98 3 98 5 98 5 98 5 目標達成

成果指標は25年度：98.51%か
ら26年度：98.52%と微増となっ
た。また、成果指標ではないも
のの滞納繰越分収納率におい
ては、25.45%から26.19%と約0.7
㌽上昇した。この要因として
は、コンビニ納付による納付機
会の拡充、市税コールセンター
及び賦課部署と連携した早期
滞納者への夜間電話等による
納付勧奨、徴収技術の向上及
び適切な滞納処分などが挙げ
られる。さらには、26年度から
滞納者宅を日曜訪問を夜間訪
問に改めた。面会できる確率
が低かったため変更したもの
で、面会でき、来庁に至った事
例が数件あった。また、個人住
民税の特別徴収実施勧奨によ
り、滞納防止に努めた。以上か
ら、25年度からの伸びは小さい
ものの「目標達成」とした。

県の地方税収対策本部の実
務研修によりレベルアップした
徴収技術の維持向上のため、
徴収フォーラムなど積極的な
研修参加を行う。また、市税
コールセンターや夜間電話に
よる納付勧奨や夜間訪問を行
う。それとともに、督促・催告・
財産調査・差押といった滞納
処分を適切に行っていく。さら
には、県との共同滞納整理に
よる、収入未済額の縮減や徴
収力向上を図っていく。加え
て、滞納防止に有効な個人住
民税の特別徴収未実施事業
所への勧奨を引き続き行って
いく。なお、県で検討されてい
た、特別徴収事業所一斉指定
が平成29年から実施されるこ
とが決定した。この施行に向
け順次行うべき業務を着実に
終えていくこととする。
これらの取り組みにより、成果
指標の維持向上を目指す。

成果
実質的単年度収
支額（百万円）

▲300 02 986 08 ▲ 31 03 518 78 91 69 470 67 733 86 9 0 407 81 ▲1,087 59 68 3 黒字 横ばい

平成26年度は、例年にない臨
時的な経費として、ソフトバンク
ホークスファーム本拠地関連
事業（1,070百万円）に取り組ん
だことから、歳入歳出とも前年
を上回る規模となったが、市税
収入の増（3.5％増）や剰余見
込みのうち213百万円を財政調
整基金に積み立てたことから
実質単年度収支の黒字化と
なった。

現状では実質収支も黒字であ
るが、今後の公共施設の老朽
化対策、少子高齢化対策等、
さらに経常経費が伸びていく
ことも想定されるため、引き続
き行政評価を活用しながら
「成果向上」、「集中と選択」を
キーワードとした行財政運営
に心がけていく。

成果
人口千人あたり
職員数（人、４月
１日現在）

6 93 6 71 6 55 6 28 6 11 6 0 5 96 6 55
6

（295/49,135）

0 6

（300/49,070）

11 6

（301/49,141）

13
6 0 横ばい

平成26年度は職員数が平成
25年度に比べ1人増により成
果指標値は微増となったため
「横ばい」と判定した。
平成25年12月のホークス
ファーム本拠地の筑後市移転
決定に伴う増員等によるもの
であり、必要最小限の増員と
考えている。

行政に対する要望は多様化し
増大しているが、人口も横ば
いまたは減少傾向にあるた
め、引き続き現行人員を基本
に配置数を検討する。
なお、増員が必要な場合にお
いても、時限的措置も含めて
検討する。
また、民間活力を利用した方
が一定の効率性や効果が期
待できるものについては、積
極的に民間活力の推進を図
る。

成果

組織が、意思決
定や対応などに
対して迅速であ
ると思う職員の
割合（％）

15 6 19 8 26 4 38 5 37 9 26 9 31 6 ↗ 31 5 36 9 38 5 ↗ 順調

　「迅速だ（①＋②）」と思う割
合は、38.5％
で、過去３年間は順調に上昇し
ており、目標値の40.0％まで1.5
ポイントとなっており、「順調」と
判定した。
　「迅速だ（①＋②）」と思う割
合が、昨年度から1.6ポイント
上昇する一方、「迅速でない
（④＋⑤）」と思う割合も0.8ポイ
ント上昇した。

記述意見を見ると、的確な判
断根拠はないものの自らが意
識して対応している感がある。
よって、この成果指標を向上さ
せることは、職員の意識改革
につながるものと思える。各部
署において意識付も含めて迅
速な対応を可能とするような
現実的な改善案の協議を推
進していく。

03
効率的な組織運
営の推進

市の組
織

行政機構や意
思決定システ
ムを改革する
ことで、組織
運営が効率的
で機能的に
なっている。

02
収支均衡のとれ
た財政運営の推
進

市の財
政

効率的で計画
的な財政運営
が行われるこ
とで、プライマ
リーバランス
が保たれてい
る。


